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高齢英語と葬送の生前契斡
*北JI 慶子
Functions of the Pre-arranging Funeral For the Independent Later Life 
Keiko KITAGAWA 
要約
日本においては、 1998年の社会福祉構造改革を期に福祉のすべての分野で、個々人の意思を重視した利
用者のニーズに正、じた揺祉サービスとその質および効率化を目指し、 2000年の改正社会福祉法の成立に
よって、措罷制度から契約制度への移行が利用者主体の福祉として進行中である。自呂選択と自己決定の
サービスの提供は、介護保険制度に顕著に現れ、長命化による長い高齢期を夫婦もしくは単身で可能な限
り自立して生活することが指標とされるようになってきた。先進国特存の高齢期の課題は、経済的自立と
心身の健康自立がいかに長期的に維持できるかである。そして、自立生活が可能な段階から将来の介護や
終末期の医療、死の場および葬送にいかに備えておくかが大きな関心事として浮上してきている。本論は、
これからの社会に生きる者として、将来の生活危機に備えておくことの必要性をf葬儀の生前契約」によっ
て、遺族への葬送依存から自立の葬送を葬送の生前契約調査によって捉えようとするものである。葬儀を
経験したものは、その準備の必要性を感じ、生前契約という具体的なアクションを起こす。葬儀への備え
を提供する葬犠社に対する 2年間2度にわたる調査によって生前契約を捉えた。
葬儀社にとっては、生前契約は顧客の囲い込みになり経営安定化の要因でもある。消費者にとっては安
心の老後生活・死となるということが明確化されつつある。
上高齢社会における葬送意識の変化と「生前契約J
日本は、 1970:9三に高齢化社会(高齢化率7.0%)を逆えて以来、年々高齢化率は上昇し、 24年後の1994
年には高齢化率14%の高齢社会に入り、 10年余の2005年には、 20%に達し、超高齢社会を迎えたo 12004 
年現在、 65歳以上の者のいる世帯数は1，786万世帯であり、全世帯 (4，632万世帯)の38.6%を占め、なか
でも「単独世帯」が373万世帯 (20.9%)、f夫嬬のみの世帯Jが525万世帯 (29.4%)である。特に単独世
帯は、2000年には男性約74万人、女性約229万人、高齢者人口に占める割合は男性8.0%、女性17.9%となっ
ている。今後も単独世帯(一人暮らし高齢者)は増加し、特に単身男性高齢者の割合が大きく伸びること
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1 1956年の国連の報告番で、当時の欧米先進国の水準を誌にし、 7%以上を f高齢化した (aged)J人口の「高齢化社会j
と呼んだ。 14%に透した段階を「高齢社会j、20%以上を「超潟鈴社会」とする。平成18年度高齢者白番第 li詳「コラム潟
齢社会・副総化社会J
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が見込まれている。単独世帯数は2020年には夫婦のみ世帯数と逆転し、 34.4%に達する見込みであり、
齢期を一人で暮らすことが一般化していくとなるだろうと予測されている。 2
このようにかつてないほど高齢者のみでの!な帯が多くなってきていたことは、高齢期の生活自立が求め
られるということでもあり、生活の主体者として高齢期の生活管理を自身でしなければならないというこ
とである。かつて高齢期に求められることのなかった自分自身の葬送にも、先祖の祭杷についても託する
者を生前に決めておかねばならなくなる人たちが多くなってきた。また家族に負担をかけたくないという
家族念慮により、告発的に自分の葬送の準備をしておく人たちも見られるようになった。
その背景として、地域共同体によって仔われていた葬送が幼域の手から葬儀社に変わってきたというこ
とがある。従来、日本社会では、「死の看取りjは家族であり、「苑の場jは自宅であった。そして死後の
葬送は「家族が責任を持つj、「自宅で、地域の慣習に従うJI地域共障体による」が一般的であった。
送の責任は現在でも変わらず、看殺りも葬送も従来どおりにできる場合もある。しかし8割は「苑の肴l1tz
りJ. I宛の場j が医療機関3、「葬送のj~J は斎場もしくは公共施設、 は葬儀社へと変化してきた。
死の場と葬送が機能分化され、倒人の意思や遺族の事舗で、死の場と葬送の方法の選択が可認になったとも
いうことができる。
高齢になるにつれて、家族や自分のために葬議費用等を準備しておくことが多く見られるようになる。
60代では半数近くが、 70代になると 7割近くが費用を準俄しておくと報告されている。 1高齢期に多い葬
議費用の準備を伝統的あるいは従来どおりの形式で行おうとすれば、費用のみでよいが、現在では葬儀の
形式・方法など具体的な内容についても準備しておく方法がある。それを「新型jもしくは「生前契約型j
ということができる。本論においては、その「生前契約:1t~J である葬様の生前契約に対する葬{際社による
生蔀契約提供意識をみることによって、生前契約の機能を捉える。
に葬送の準備をすることを葬送の生前契約といい、葬縫(あるいは慕も含め)について本人が予め
内容と支払い方法を定め、事業者と契約しておくことである。死後のことなので、家肢が共同契約する場
合を除き、遺言証書qこ卒業者への契約どおりの内容を実行した場合に支担われる負担付遺婚、遺言執行人
の指定をしておくことが望まししそれによって遺族によって変更されることなく実行され、死後に自分
の意思どおりの葬儀を行う(墓に葬られる)ことになる。この方法は、米国のプレニードシステムを最初
に本格的に研究し、日本に大揺慶子によって紹介された。そこでは f葬儀の宗教的選択、葬儀を託す者の
指定、葬i誌の規模や方法、火葬・埋葬・散骨の別など自己の死後の葬能に係わる詳細を指定し、文書にし
て、必要経弘うを添え、その書類と経費の管理を葬議担:などに依頼しておく契約システムのことであるJと
し、その名称を「生前契約j詳しくは「葬儀の生部信託契約jとされた九この生前契約は、生前に
葬儀の費用だけを家族に残しておくというだけでなく、具体的に費用も葬犠の内容も具体的に葬儀社等と
契約することによって準備を1ì主実にしておくという主体的な備えであるとされている。 ~1誌の窓患を
に生かす「葬送の自己実現Jともいえるものである。生前契約は NPO法人りすシステム(東京)が1993
年から毘始して以来、東京そして首都閣と緩やかで、あるが、確実に認知度が高まり、現在では全国各地に
おける同 NPO法人の各地の支部やほとんと守の葬儀社が6取り扱っている。
ただし、司本においては、真に契約する場合と共済によるもの、互助会合利用するものといった、必ず
しもアメリカと時様の生前契約とはなっておらず、 11:1本型生前契約jである。
|可掲:i1i: ð(~ 1 î主会~2 i~í'i 
「葬儀にかかわる'f，1i)fJ等協交報告己u平成13:>引交流通機巡等分析調安 東京都生活文化局2002年、厚生省編 f平成9年度
!写生白書jでは、自宅死を 9刻の人はま進んで、いるが7¥!iUが施設(病院等)死であると報告されている。
と ~E前契約{こ関する意識W~11tJ SOGI第14-15号、データ縦(2)葬儀・生前契約第17i子、表現社 1987 
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I1.日本の葬送法と生前契約
1.墓地・埋葬等に関する法律と葬送の準備
日本においては、葬送に鴎する唯一の法律が f墓地・壊葬等に関する法律J(1948年、以下「墓埋法」
という)である。同法は、施行後50年以上を経た現在まで大きな改正が行われることなく現在に至ってい
る。
墓地行政の基本となる「墓地及埋葬翠締り規郎Jは、 1884年、初めて近代的な墓地・埋葬について規定
されたものである。間規則は、墓地や埋葬に関して、特に火葬や埋葬についての取締法である。同法は、
として公衆衛政策と治安政策という二つの観点から規定されたもので、葬送・墓地については、「公衆
衛生」、 f治安維持」に関する規則だけで充分であるという考え方が前提で、葬送については、「公衆衛生」、
墓地については「治安維持Jからの規制されてきた。死者のための葬送と死後における祖先祭柁は家族に
委ねられてきた。
!日民法 (1896年制定)では死者の祭記を家の専事事項と捉え、法律が死者の祭認に規刻を加えることに
は消極的であった。開法は、長男(家長)としての家督の継承として[家Jの存続を前提とし、墓の継承
を「家督相続の特権」としていた。葬送儀礼に際しでは、死者を先祖として杷るため、家を継承した子孫
が葬送を主催する義務を担った。この「家J継承によりすべてが家族嘉に体系化されていった。
民法改正 (1948年)で「家j制度は廃止きれたが、現在でも葬送については「家j志向に根強いものが
あり、墓の存続・継承(民法897条の祖先祭柁規定)も「家J意識が強く残っている。追悼儀礼・先祖祭
認は長男に継承させようという意識は依然として強いものの継承意識は桧々に変わってきている。かつて
葬儀は地域共肉体の重要な役割の一つであり、地域の習慣と宗教による地域儀礼として行われていた。 7
社会の変化に伴い強かった葬儀の地域色は失われ、代わって葬儀社による斎場での葬儀が一殻化すると
ともに、墓地境葬法がモデルとした家族墓継承を変化させ、葬送のあり方も倒人の意思が重視されるよう
になってきた。特に、自分の死後に行うか杏かという意思も含め、自分の葬儀に対する具体的な準備をす
るという選択肢が葬議社等によって提供されるようになったことは画期的なことであるといえよう。
1992年に、東京都内および松山市における l年以内に喪主として葬儀を執り行った遺族への調査を実施
したが、その際にも葬送の f生前契約」という用語を用いたが8-9部近くが準備の必要があると毘答し
ていた。ただし、生前に自分の死後の葬送について、呉体的な準備をしておくということにはなじみがな
かった時期であったために、葬犠のための準備は費用のみを準備しておくという意識が強かった。 8
現在ょうやく、 [生前契約jという用語が定着しつつある。近年になり生前契約(予約)を行う葬議社、
斎場は増加し、 2004年に行った日本の葬儀社に対する生前契約の実態調査では、回答者の9割以上が生前
契約を取り扱っている(取り扱いたい)と積極的な姿勢を示している。日本の社会変化がもたらした f死
の社会化」が①苑に対する人々の態度の明らかな変容と②葬儀社などが生前契約による葬送の準備を積極
的に提供する姿勢が見え、「葬送の自立jが進行しつつある。自分の葬送を生前に準備しておく選択肢と
しての生前契約が開始されたきっかけは、アメリカの生前契約が紹介されてからである09
6 本論文生前契約調主をにおいては、 2004年、 2005年の務交では、 8-9割が取り扱っている。
7 藤井lE雄・義江彰夫・孝本真編「家族と主主J早稲田大学出版部203:¥1三 本設:は、死1:1ミ綴・社会体制・宗教観等により議・
墓地の形態や祭詑様式はどのように異なるのかについて詳しい。
8 前掲議 5、北JIl慶子著 f高齢期最後の課題J九ナ1'大学:出版社200l:ff 生前契約の定義については詳述されている。
9 北JI慶子著ri部総期最後の主主:i舌課題Jpp1l5-160九州大学出版2001:ff
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2.議議lこ関する生前契約の動i勾
アメリカでは、 1990年代後半より、急速に葬銭や;埋葬のための棺などの塊葬品を含め、葬送の生前契約
は急増してきている。葬儀社と個人が、葬送の具体的内容と確実な実行、その費用支払いまでを契約書の
中に しておくものである。葬儀実行後にはその費用を し、余軒金は、法定相続人もしくは契約書
の指定者に返却するという契約である。 2000年においては、全米の生前契約の契約高は、 2億5，000万ド
ルであるとされている。この数字は、 1995年には l鐙8，000万ドルであったことから、 5年開で約2倍に
膨れ上がったことになる o AARPの1999年の生前契約調査によると、ベビーブーマ一世代が60歳代を迎え
るようになって、退職および高齢期の生活の準備をし始めその一部に生議契約が入っている。アメリカに
おける高齢者の最大の組織である AARPでは、 50歳以上になると退職前教育の機会と場合提供し、高齢
期の生活を王手めに準備しておくことを提唱しているが、実際に、生蔀契約に関心を持つ人々は庄倒的に50
歳代以上であり、 50歳tl、との 5人に 1人は、葬儀や埋葬に備えようとしており、そのうちの43%が葬龍を、
39%が埋葬やそのサービスを実捺に生誕に購入しているのである。今後、全葬議の20%は生前契約による
葬儀が実行されるという将来予測がある。 10
一方、 B本においては、現在日歳代後半のベビーブーマー(1947…1949生まれの国塊世代)は、いよい
よ定年退級年齢に差し掛かつており、退職後の生活レベルの維持と高齢期の生活不安を持っている。この
年代は、戦後生まれで、高度経済成長期やパブゃル経済期を経験した過ごし生活の量より質を求める世代で
あり、自立意識も強く、子どもの世代に期待しない世代でもある。日「自分の葬議に関しては自分違で考
え、しかも自分遠の希望に合う形で葬儀を行うという人が増えていく可能性が高い。実際当社では、両親
の葬儀についてはもとより自分の葬儀について事前に相談にくる人が増えている。」と報告されている。は
このことからしでも、生前契約への需要が今後さらに高まる可能性がある。多くの葬儀社では、今後の需
要を見込んで、生前に準備するプランを多く提供するようになってきている。
葬儀社の連合障体によって異なるが、現在多くの葬議杜では、生謡契約とは称せず f事前相談JI生前
予約jとして、いわゆる自分および家族のための葬儀の事前準備をf相談j、fカウンセリングJによって、
消費者が十分納得した上で、契約、共済や互助会への加入ができるようにするという方法で、行っている。
アメリカにおいても複数の葬銭社に問い合わせ、内容や価格を検爵し、最終的に選んだ葬儀社の提供する
葬儀プランを決めることが推奨されている。
葬儀プランとその費用の支払い方法を葬儀社との直接接触であるために葬儀経験者であったり、葬議の
必要性が予想される時期でなければ自ら進んで準備しようということにはならない場合が多い。したがっ
て、生前の準備には、予約方式であったり、互助会方式であったりするほうが受け入れやすい。将来必要
になるとは考えても具体的に準舗しておく必然性に寵話していなければ、プランだけを葬儀社に予約し、
として登録し、積立金を支払うというほうがまだ現実的である。生前契約ではなく、予約方式には、
柔軟性があり、切実感もさほどなく元気な中高年期には受け入れられやすいだろう。
10向上t若手 p45
J :!努廃太一幸子 riヨ*の践衰 PHP研究所 2002.i!三
121後間桜「団塊世代の葬儀についてJ葬祭研究所論文集 vol.1 2002 -2003 公訴社葬祭研究所
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盟.葬儀の体験と準備の必要性
1. r葬にまつわる体験談jからみる葬送への準儲
(1) r葬にまつわる体験談Jの概要
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1990年にセキセー株式会社(本社名古屋市)は、 1990年に f葬Jにまつわる体験談を募集した。募集
は、 f婦人公論」、「大法~命J、「月時公募」、「遇刊朝日 Jなど適時・月刊誌などの誌上広告によって行われ、
応募者は総数667件であった。審査により入選とされた90篇については、入選作品としてテーマごとに 6
部作の小冊子集として発行されている。 13
小冊子集の出版後15年経過して、その全応募作品は保管されているものの未整理であった。 2005年、す
べての作品のデータ化とともに本研究への利用協力を得ることができた。応募者は、何らかの形で葬送を
経験した人たちであり、作品中には葬儀の準備に慢する記述が多く見られる。そこで、「葬にまつわる体
験談j 小冊子集に掲載されている作品も含めてテーマ~Ij・内容分類をすることにした。応募者の苑と葬送
に対しさまざまに行き交う心情は、①葬儀式への要望、②悲哀と喪失感、③葬送の生前準備(生前契約)
の必要性、④葬儀社の必要性、⑤悲哀・喪失感からの立ち藍り、⑤しきたりと海外葬儀、その他に度分で
きた。
本論では、応募作品667件中、事前の葬儀準備およびその関連事項についてのみ取り上げる。
「葬にまつわる体験談jが募集された1990年当時は、葬儀を事前に具体的に準備しておく方法としての
葬犠の「生前契約Jの認知度はほとんどないといってよい時期であった。 1.葬{哀を経験した人々の多くは
何らかの葬送への備えが生前に必要で、あるとさまざまな感懐をもって感じるということは指擁されている
ところであるがヘ応募作品のなかにもそれを多く捉えることができた。総数667件の内訳は女性二二383人、
男性=275人、無回答=9人である。
まず、応、募者の年齢階層は、表2 1に示すとおり、 20代が凡そ4分の lを占め、応募が最多であった
年代である。
表ill-l 応募者の年齢
王手 i主 数(%)
~20未満 14 ( 2.1) 
20-29歳 154 ( 23.2) 
30~39 123 ( 18.4) 
40~49 118 ( 17.7) 
50~59 110 ( 16.5) 
60~69 101 ( 15.1) 
70~ 33 ( 4.9) 
不 明 14 ( 2.1) 
i仁L3 667 (100.0) 
13石原iE次編 f葬にまつわる体験談 時をこえてjセキセ… 駒田印刷 1990年 間舎は、 6部作で、①別れの時、①死を
見つめて、③病床をめぐって、④哀しみははるか、⑤新たな出発、~外箆lでの出来事、に各白紙ずつ言1-90篇が収録されてい
る。
M 北)1慶子「シニアの葬送準備とその提供者に関する調査研究Jシニアプラン公募研究年報p1 -68働シニアプラン潟発
機構1997年
】5総合研究開発機構NRC委託研究「人生80歳時代における大都市での葬儀システムに泌する研究Jp132-133 19851手総合
研究協発機構
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募集要項掲載雑誌が、女性を主たる購読者層と想定した月刊誌、宗教誌、多種多様な公募情報誌の月刊
誌3誌、知名度の高い週刊誌1誌であったことから、その情報を得やすい人々が町、募しているということ、
自発的な応募という前提がある。応、募年代は、 20代をピークに30代、 40代、 50代と年代が高くなるにつれ
て、 a、募率が下がっており、若い年代ほど公募に反応しやすいという傾向が現れている。
応募件数667件の「葬にまつわる体験談jのなかで、特徴的なことは、①多用されている語句・用語が
共通していること、なかには②繰り返し龍用されていること、③葬送の現実を表す極めて限定的な語句の
頻繁な龍馬ということがあげられる。同ーまたは類鉱詩句・用語が多用されていることは、身近な人の死
の非日常性によるものであること、葬送に模する表現に不慣れということもあり使用しやすいということ
がいえるのではないだろうか。すべての作品を通し、多操な人跨の感情の揺れや思考の動きを見ることが
でき、身近に死を体験することで生の意味・意義をより深く実感することになるものと考えられる。
表直…2 キーワードの鎮度
キーワード 数(%)
①悲嘆・悲哀・寂塞 127 ( 6.3) 
②死(死亡) 733 ( 36.4) 
③遺族 64 ( 3.2) 
③葬{義費用 13 ( 0.6) 
19 ( 0.9) 
⑤葬儀 619 ( 30.7) 
⑦相続 15 ( 0.7) 
③死生観 1 ( 0.4) 
⑨慕(嘉地、継承) 88 ( 4.3) 
⑩葬儀社 52 ( 2.6) 
⑪天国・極楽i争土 48 ( 2.3) 
⑫苦しみ・後悔 38 ( 1. 9) 
⑬親孝行・親不孝 13 ( 0.6) 
⑬香典・香典返し 30 ( 1. 5) 
⑮介護・介護疲れ 21 ( 1.0) 
⑮喪・ 92 ( 4.6) 
⑫安心・ -生きる 41 ( 2.0) 
i口〉、 王口手トi 2014 (100.0) 
多用された詩句は、 17項目に分かれるが、なかでも第 11立が「死J(36.4%)で、葬にまつわる体験談
であるために、当然のこととはいえる。しかしまったく控用されていないケースも見られた。第2位は、
「葬儀J(30.7%)、第3位は「悲嘆・悲哀・寂塞J(6.3%) という結果であった。また、 667件に記述さ
れていた内容は、表面 3のように7分類することができた。 1990年に出抜されているタイトル6分類(①
別れの時、②死を見つめて、③病床をめぐって、④哀しみははるか、⑤新たな出発、⑤外国での出来事)
と共通するものが表国 3では②終末期(看護と臨終)、⑤葬式と火葬(方法)、⑤しきたりと海外葬儀で
ある。その他は、身近な死を経験したものとして葬送の現実に対峠して、葬送の重さを実感し、死・葬送
の準備の必要性として①見舞いと死の設計、③葬儀準備(通夜と本葬)、④葬儀と火葬(方法)などの記
述になったものであろう。同表は、 667件を改めて分類しEましたものである。
高齢期と葬送の生前契約
表直一3 主たる体験談内容分類
日
①葬送への要望
②終末期(看護・臨終)
③葬犠準備の必要性
④葬儀と火葬(葬儀社の必要性)
③新たな旅立ち(悲嘆・後悔・喪失)
⑤しきたりと海外葬儀
⑦その飽
ぷ》、
口
(2) 体験談に見られる葬犠への意識と準髄
実数(%)
5 ( 8.2) 
8 ( 12.7) 
92 ( 13.9) 
195 ( 29.3) 
106 ( 15.9) 
51 ( 7.6) 
83 ( 12.4) 
667 (100.0) 
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体験談のなかで、いずれ自分も同じようにして行われるだろう死後の葬犠について、以下のように記述
されている。それは、 1990年に大橋が実施した、葬儀に関する意識調査16と同様の傾向が見られる。それ
は、誰もが、他者の死によって、いつかは自分の死もありまた葬儀もあろうという思いに駆られ、実際に
準備するしないにかかわらず、準俄の必要性を感じることがあるということである。作品のなかから具体
的な記述となって表現されていることを本人の記述をもとに要約したのが以下の①~⑥である。なお、同
犠記述があった事項については、館i累に表現されている作品の一文のみを採用した。
①自分の葬式のアレンジへの期待
-自分が死んだときに、家族は悲しまないこと、海:に散骨してほしいなどの遺言書を書いている 0
・姑は自分が死んだ、ときのために、 f死に装束jなど何から何まで自分で準備をしていた。
-自分の死(死後のこと)を詳紹!に設計している。
-日本の葬式のように墓、葬式など形式を重んじたものではなく、慕はいらない0
.自分の葬儀のときに家族にあわてて欲しくないので記偶者と葬送の設計を計画している 0
・しんみりとせず友人の葬儀のような「パラの葬儀J(パラの花を飾る)にしたい。
. I夜、の夢見る葬犠jとして葬儀はカラフルにしたい。
-家族に対して美田は残さないつもりである。
-葬儀が家族の煩いにならないよう遺言はしない0
.永遠の訣れの日のために準備しておく。
-自分が理想とする死後の扱いの要望事項を表明しておく 0
.私にとっての葬犠を決めておく。
-信仰jにより葬儀の形式は異なるが、死後に自分が入る墓は本人に選択権がある。
②葬儀のあり方・要望
・葬儀の近代化、大改革を期待する。葬儀の虚飾投に不満である 0
・形式・規模・価格にとらわれず、故人追悼の意志が大切である。
16 3と同様。 f葬儀の実態と生前契約に隠する意識調査JSOGI第14-15号、デー タ編(2)葬儀・生前契約提言17号、表現社 1987 
特別の形式、方法がなくても人は大なり小なり回分の若手送に俄えようとする。そのきっかけは、家族の死を経験してから
という問答が圧倒的に多いという調査結采がある。
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-自分の葬{設は派手にしてほしくない
-身寄りのない高齢者の最低価格葬儀をきっかけに、葬儀の見栄を排除することに賛意を示す0
.葬犠の質は参列者の数ではない。
-葬犠の喪主が、本人の生前の意向に従った葬送曲としてのカラオケテープに感銘した0
.事務的な葬犠から手作りの真心がこもった葬儀に感銘を受ける。
-葬儀は臼本の伝統的風習を継承したものがよい。
-故人の人徳が葬儀に活かされているのではないか。
-葬儀の準備も十分ではない段階で「香典返しの品Jの営業への不満がある 0
.賑やかな葬議よりも真心のこもった暖かい花束があるような葬儀を望む。
-生涯単身者の貿素な葬儀に感銘を受けた。
-葬儀参列者の涙に、人の死を悼む気持ちを痛切に感じた。
-社会的地位の高い人の葬儀は参列者中心で遺族への思いやりが欠如している 0
.香典の扱いは遺族に負担をかけないことが重要である。
-人生最大・最後の葬議はできるだけの事をしたい。
-葬儀の際の香典返しが大変で、ある。
-葬{哀が葬儀社ベースで行われるのに一抹の淋しさを覚える 0
・葬儀は、商業ベースにものにしたい。
-葬儀の際、遺族は葬議のランクにこだわり、生者のための葬儀を実感する 0
.老僧の死の場の選定に死後の準備に出会い真の葬を知る。
-葬儀は遺された者に悔いを残さないよう充分なものにしなくてはならない。
-結婚の披露宴の過剰なまでの演出と対照的な葬儀に、もっと演出にこだ、わるべきである 0
・葬儀は死者への銭であるであり、残されたもののための儀式である。
-若年死亡者の葬儀はその生き方を葬儀で表現する。
③葬犠の形式・方法
-葬犠震が葬儀を車り計らったことにより、満足度の高い葬犠ができた0
.形式的な葬儀に疑問をもっ。
④生前に葬儀の準備(生前契約など)の必要性
-葬儀会社が出した葬議ローンをもとに自分の葬犠を設計した。
-自分の葬儀を「赤いパラで飾ってほしいJI人生を振り返り笑ってほしいJ工夫を設計した0
・葬儀費用が高額なために、急、な請求には狼狽かもしれないので、葬儀費用を用意しておく 0
.財産について遺言を残しておく方法がよい。
-元気なうちに自分の終帯設計図を描くほうがよい。
-末期監療の治療費等と葬送の費用を準備しておけば、遺族は安心である 0
・生きているうちから、葬儀をどのようにしたいのかを決めておくべきである0
.仲が良かった遺族の係争を妨止するために遺書寄を残しておくべきである。
-葬儀の際の宗派や葬儀の技法を告知しておけば葬儀が円滑に進行する。
-自分の死後、自分の体や葬儀をどのようにしてほしいのかを設計した0
.誰も自分の人生の最後まで責f壬をもって考えてほしい。
高齢期と葬送の生前契約
-突然死に家族一向対応におわれるため、日頃から死に対する備えが必要である 0
・死んだ後の始末をどうするか真剣に考え、葬畿のことは葬犠社に予約している。
-墓地の用意がなければ慌てることもあるので、若い健康なときにこそ手に入れるべきである 0
.自分の死の準備を立派に準備することこそ自立した生き方である
-葬儀の方法を生前から指示しておける風潮が一殻化すればよいと願っている。
-故人の生前の人柄が無視され、規格化した扱いの葬儀をすることに疑問を抱く。
-家践や厨囲に迷惑をかけない範践で、自分の葬られ方について希望を伝えておくべきである 0
.自分の葬儀の方法、起こされた家族への年慮を解消で、きる。
-葬犠は形式的ではなく故人中心で、生き方がわかる葬儀であるべきである。
⑤生前契約の内容との関連
-祖母は自分の葬儀費吊その他一切の費用残していたので、そのような備えは必要であろう 0
・ふさわしい写真をみつけるのが難しいため、遺影を予め準俄しておくことを勧める。
-葬儀の際には冷静さを欠くため、ノートを一冊舟意し、落ち度がないよう事前に準備をする。
-葬擦の段取り、寺との調整に手時取らないよう、普段から家族と話し合っておく必要性がある0
・社葬のための f社葬マニュアル」の作成も考えておくべきである。
-自分が死んだ場合、 j散灰を考えている。それぞれの形で、の人生の終結への対応、を望みたい0
.相続税の節税対策により葬儀により多く使えるよう葬犠費吊の一覧を作成し計算しておく。
⑥葬儀社の必要性
-円滑な葬儀は、葬儀のプロである葬儀社によらなければできない社会になった0
.葬{五社の存在は大きいが事務的な対応、に悲しむタイミングを失うこともある。
-葬犠の際、火葬場における対応を遺族に代わり行う機能を持っている O
-葬儀社が冷静な対処が葬儀のよしあしを左右する。
-遺族が鎮魂だけに専念することができるのは、葬儀社の葬犠運営のあり方による 0
.異なる宗教であっても葬儀を執り行うことができる斎場がありがたい。
-地域の習慣を取り入れた葬儀ができる葬犠社が多くあればいい。
N.生前契約調査からみる葬儀の生前契約の実態
1.葬犠の生前契約に対する葬儀社の実態調査から
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2004年実施の調査は、全陸葬祭業協同組合連盟(全葬連)の加盟葬儀社を中心とした関西以南の1000社
を対象に郵送調査を実施した。毘収率は、 12.9%であった。なお、会葬連とは、全国各地に組織されてい
る55の葬祭事業協同組合が連合した日本最大の葬祭専門業者の団体である。
2005年には、全日本冠婚葬祭互助会(臼冠連)加盟の葬儀社を中心に、全国の葬儀社500社に対して郵
送調査を実施した。回収率は、 18.4%であった。全自本冠婚葬祭互助会とは経済産業大臣の許可を受けて
割賦販売法に基づき運営されている組織である。 1948年に創設され、 1970年代には420社の加盟組織であっ
たが、その後、会員獲得の困難さと瀧期による解約者の増加などの影響があって、 2006年には321社(葬
祭施設約1，600カ所、全国で年隠死亡者の約40%(35万件)の葬儀へと減少領向を見せている。両翼査と
も郵送法によるアンケート調査であった。
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両者の組織名称からわかるように、全葬連は葬送事業者の全国組織であるのに対し、日程速は結婚式お
よび葬儀式を行う結婚式場・斎場をもっ事業者を鰐羅した全国組織である。したがって、経営規模は両組
織によって異なる。ただ、両者ともに全国を網羅する組織であり、それぞれに組織に特徴はあるものの、
全面的な組織であり、生前契約への取り組みは基本的には河ーもしくは類似した内容であり共通性が高
し、。
2.寵査結果の機嬰
葬儀社に対する f葬送の生前契約に関する意識諦査jとして2004年および2005年に同一アンケート調査
を郵送した。郵送調査で、回収率は2004年が12.9%、2005年が、 18.4%であった。
表N… 1 回答者の性別
調査年 2004 2005 
女性 20 15.5% 10 10.9% 
男性 109 84.5% 81 88.0% 
無回答 。 0% l 1.1% 
合計 129 100% 92 100% 
2004年調査では、問答者は「男性jが84.5%、「女投jが15.5%であり、 2005年の問答者は f男性jが
88.0%、「女性Jは10.9%である。 2004年、 2005年ともに葬議業の従事者は男性の割合が高いことから、
自営業か会社組織化など事業規模に関係なく、葬送事業者の経営者もしくは同等の地位を有するものは男
性であることを示している。長く、葬送業界は男性の独占事業分野とされていたが、近年になって女性が
葬送業界に進出した。女性の葬送業界への進出が比較的新しいためにまだ女性は、十分に地{立を護得して
いない段階である。
回答者を年代(年齢)別に見ると、年代別2004年の諦査では 150歳代J34.9%、140歳代J28.7%、160
歳代J17.1%、130歳代J11.6%と続いており、 2005年調査でも 150歳代J35.9%、140歳代J28.3%、130 
歳代J18.5%、160歳代J15.2%と続いている。どちらの調査においても 150歳代」が最も高い割合(約
35%)を占めており、 40歳代、 50歳代の合計では6割合超える。葬議業の経営責任者は40歳代、 50歳代が
中心となっている。また、 2004年の調査と2005年の調査においては、 130歳代jと 160歳代」の占める割
合が逆転している。 2005年の課査においては、大規模の冠婚葬祭事業社が多いことが調査結果から明らか
となっていることから、大規模の葬儀部門の経営者は、 160歳代jよりも 130歳代jの人が占める割合が
表N-2 問答者の年代(年齢制)
調査年 2004 2005 
10歳代 。 0% 。 0% 
20歳代 5 3.9% l 1.1% 
30歳代 15 11.6% 17 18.5% 
40歳代 37 28.7% 26 28.3% 
50歳代 45 34.9% 33 35.9% 
60歳代 22 17.1 % 14 15.2% 
70歳代以上 5 3.9% 。 0% 
無回答 。 。 l 1.1% 
合計 129 100% 92 100% 
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高く若年イヒ{頃向にある。
表lV-3 専門資格
調査年 2004 2005 
持っている 71 55.0% 37 40.2% 
持っていない 51 42.6% 50 54.3% 
無由答 3 2.3% 5 5.4% 
合計 129 100% 92 100% 
2004年の調査では「持っているJ55.0%、「持っていないJ42.6%で、 2005年の調査では「持っていな
いJ54.3%、「持っているJ40.2%である。
「持っている」と回答している人と「持っていないjと問答している人の時に大きな差はみられないが、
2004年の諦査の方が若干「持っている」と回答している人の都合が高い。小・中規模の葬儀社であれば、
自社の信頼性を得、競争力を高めるために、資格を有することが求められている様子がうかがえる。アメ
リカの場合、葬儀社は、国家資格(州)であるフュ…ネラjレディレクターの有資格専門職を 1名以上おか
なければ開業できない。わが国では、有資格(認定)者を震かなくても開業できる。しかし、昨今、顧客
のニーズと競争力に鑑み、有資搭者を記寵する葬{義社が増加してきていることを示している。
表lV-4 最終学歴
調査年 2004 2005 
小学校・ I十1学校 7 5.4% 1 1.1% 
i臼制中学校・ I誌等学校 51 39.5% 23 25.0% 
専門学校・各種学校 15 11. 6% 8 8.7% 
短期大学・ i均等専門学校 17 13.2% 6 6.5% 
4年制大学・大学院 37 28.7% 52 56.5% 
その他 2 1.6% 。 0% 
無回答 。 0% 2 2.2% 
合計 129 100% 92 100% 
p <0.01 
2004年調査では、 1日制中学校・高等学校J(39.5%)が、ついで 14年制大学・大学院J(28.7%)で
あるが、 2005年調査では、 14年制大学・大学院J(56.5%)、IB制中学・高等学校J(25.0%)と続き高
学肢イとしている。これらの爵査においては、年齢には大きな差がみられていないのに対し(表3 2)、
には有意な差がみられる。 2005年の課査では大規模の場合に多い。したがって、この結巣からは、大
規模の葬犠社は、自営業による親族経営・継承ではなく、会社組織であるために、その規模の維持と発展
のために高い学控と技能が求められていることが窺われる。
2004年調査では、「昭和41~45年J (12.4%) 、 f昭和46~50年J (12.4%)の)1闘であり、 2005年調査では、
「昭和46~50年J (20.7%) 、 f昭和41~45年J (15.2%) 、 f昭和36~40年J (13.0%) 、 f昭和51~55年」
(10.9%) と続いている。 20例年、 2005年時龍査ともに設立年は昭和35~55年 (1960~1980年)頃に集中
している傾向が見られ1960年代からの高度成長期に設立されていることがひとつの特徹である。 2004年の
調査では大正、明治期に設立されているものもみられ、向調査を{子細に見ると、 2004年調査に鐙史の長い
葬犠社があるのは、小規模・自営業で継承されてきているということを表している O なお、最も古い設立
は、明治初期であり、 130年余の歴史を有ーする老舗がある。 100年以上の歴史を有する葬犠社は4.7%(6 
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表lV-5 葬犠社の設立年
調査年 2004 2005 
明治フじ~5 年 1 0.8% 。 0% 
明治11~15年 1 0.8% 。 0% 
明治21~25年 3 2.3% 。 。%
明治41~45年 2 1.6% 。 0% 
大正冗年~5 年 3 2.3% 3 3.3% 
大正 6 年~10年 3 2.3% 。 0% 
大正11年~15年 3 2.3% l 1.1% 
昭和冗~5 1:j三 4 3.1 % 3 3.3% 
昭和6~10年 2 1.6% 2 2.2% 
昭和11~15年 2 1.6% 1 1.1% 
昭和16~20年 4 3.1% 2 2.2% 
昭和21~25年 9 7.0% 3 3.3% 
昭和26~30年 9 7.0% 3 3.3% 
昭和31~35年 5 3.9% 5 5.4% 
昭和36~40年 9 7.0% 12 13.0% 
昭和41~45年 16 12.4% 14 15.2% 
昭和46~50年 16 12.4% 19 20.7% 
昭和51~55年 9 7.0% 10 10.9% 
昭和56~60年 8 6.2% 6 6.5% 
昭和61~64年 2 1.6% l 1.1% 
平成元~ら年 6 4.7% l 1.1% 
平成6~10年 l 0.8% 2 2.2% 
王子成1~15年 1 0.8% 。 0% 
平成16年 1 0.8% 。 0% 
無回答 9 7.0% 4 4.3% 
合計 129 100% 92 100% 
社)であった。
表N-6のように、 2005年調査は、全国を対象にしたために全都道R守県から万遍なく回答が寄せられて
いる。一方、 2004年務資は関西以西の各府県に送付したアンケート調査であるため、東北、鵠東地方は含
まれていない。
2004年調査は 110入 ~50人未満J43.4% 、 15 人~10人未満J32. 6% 、 11 人~5 人未満Jl7.1%で、 2005
年調査は 1100人以上J31. 5% 、 110人~50人未満J27.2% 、 150人~100人未瀧J21. 7%と続いている。 2004
年の調査では、小・中規模の葬儀社が多く、 2005年の調査では、大規模の葬儀社が占める割合が有意に多
くなっている。 2004年調査ではかつて自営業・家族経営の典型と見られていた小規模経営ではなく、会社
組織による葬儀社に姿を変えつつある。
2004年調査では年時売り上げ 11鵠;丹 ~5 億円未満J 51. 9% 、 15 ， 000万円~1 億丹未満J 18.6%、15
億円以上J13.2%であった。…方、事業規模が大きい葬犠社を対象とした2005年調査では 15億円以上J
51.1 %、 11 億円~ 51)意円未満J33.7%である。事業規模に比例して、 2005年調査では 15億円以上jと
いう売り上げが大きい葬儀社が多い。
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表lV-6 設立地域
講ヨ差年 2004 2005 
北海道 。 0% 5 5.4% 
青森 。 0% 2 2.2% 
山形 。 0% 3 3.3% 
岩手 。 0% 1 1.1% 
宮城 。 0% I 1.1% 
秋田 。 0% 1 1.1% 
愛媛 6 4.7% 2 2.2% 
岡山 7 5.4% I 1.1% 
岐阜 l 0.8% 3 3.3% 
宮崎 2 1.6% l 1.1% 
fヌ都 7 5.4% 。 0% 
東京 。 0% 9 9.8% 
千葉 。 0% 2 2.2% 
埼玉 。 0% 2 2.2% 
茨城 。 0% l 1.1% 
栃木 。 0% l 1.1% 
群馬 。 。% 2 2.2% 
神奈川 。 0% 4 4.3% 
福島 。 0% 1 1.1% 
長野 。 0% 3 3.3% 
石川! 。 0% l 1.1% 
富山 。 0% l 1.1% 
愛知 。 0% 3 3.3% 
兵庫 4 3% 6 6.5% 
熊本 9 7.0% 3 3.3% 
広島 5 3.9% 4 4.3% 
香川 3 2.3% 2 2.2% 
島知 9 7.0% 。 0% 
イ左賀 3 2.3% G 0% 
三重 3 2.3% 1 1.1% 
山口 5 3.9% 2 2.2% 
滋賀 3 2.3% 。 0% 
静岡 。 0% 6 6.5% 
鹿児島 6 4.7% 2 2.2% 
大阪 17 13.2% 2 2.2% 
大分 9 7.0% l 1.1% 
長崎 2 1.6% 2 2.2% 
鳥取 3 2.3% 。 0% 
徳島 4 3.1% 2 2.2% 
奈良 7 5.4% 。 0% 
植岡 8 6.2% 4 4.3% 
和歌山 3 2.3% 1.1% 
沖縄 。 0% l 1.1% 
無自答 3 2.3% 3 3.3% 
合計 129 100% 92 100% 
p<O.Ol 
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表N-7 規模(経堂者を含む縫業者数)
調査年 2004 2005 
1 人~5 人未満 22 17.1 % 4 4.3% 
5 入~10人未満 42 32.6% 8 8.7% 
10人~50人未満 56 43.4% 25 27.2% I 
50人~100人未満 3 2.3% 20 21. 7% 
100人以上 4 3.1% 29 31. 5% 
その飽 0.8% 4 4.3% 
無問答 l 0.8% 2 2.2% 
合計 129 100% 92 100% 
p <0.01 
表N-8 会社・事業所・陸体の事業規模(年開売上)
調査年 2004 2005 
500万円未満 l 0.8% 。 0% 
500万円~1 ，000万円未満 2 1.6% 。 0% 
1 ， 000万円 ~3 ， 000万円未満 9 7.0% 3 3.3% 
3 ， 000万丹 ~5， 000万円未瀧 4 3.1% 3 3.3% 
5， 000万円~lí意向未満 24 18.6% 4 4.3% 
l 億円~5 億円未満 67 51. 9% 31 33.7% 
51.意円以上 17 13.2% 47 51.1 % 
無路答 5 3.9% 4 4.3% 
合計 129 100% 92 100% 
p<O.Ol 
襲五T-9 あなたの会社・事業所・自体の消費者評髄
調査年 2004 2005 
非常によい 15 11. 6% 11 12.0% 
よい 76 58.9% 58 63.0% 
普通 32 24‘8% 18 19.6% 
やや悪い 4 3.1% 。 0% I 
悪い 。 0% 。 0% 
無闇答 2 1.6% 5 5.4% 
合計 129 100% 92 100% 
2004年の調査では消費者による評価は「よいJが58.9%、「普通jが24.8%、「非常によいjは11.6%で
あり、議極評価をしている問答者は95.3%である。 2005年調査では{よいjが63.0%、f普通」が19.6%、
「非常によいjが12.0%と続き、評価されていないという由答はほとんどなく、どちらの調資でも「非常
によいJrよいJという回答を合計すると、約8割、さらに「普通jを加えれば、 95%が以上がよいと自
己評価している。活費者から感謝されることも非難されることも多いなかで、出費者からの評価はよいと
自己評備することが果たしてよいのかどうかという疑問が残る。
葬送事業者の同業他社との競争力についての質問では、 2004年調査では「あるJが51.9%、「普通jが
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29.5%で、 2005年務査では fある」が54.3%、「普通」が23.9%、「ゴド常にあるjは14.1%と続いている。
どちらの調査においても「非常にあるJ1あるjという回答の合計は6割を超えており、規模の大小に関
わらず、多くの葬儀社が自社には競争力があると回答している。
表lV-l0 会社・事業所・聞体の競争力
調査年 2004 2005 
非常にある 11 8.5% 13 14.1% 
ある 67 51. 9% 50 54.3% 
普通 38 29.5% 22 23.9% 
余りない 8 6.2% l 1.1% 
ない 4 3.1 % 1.1% 
無回答 l 0.8% 5 5.4% 
合計 129 100% 92 100% 
襲五1-111葬畿の生前契約Jの概念
調査年 2004 2005 
消費者が自分が望む葬儀の内容と支払い方法を決め 61 47.3% 44 47.8% 
指費者が葬{義の内容と支払い方法を決め 29 22.5% 22 23.9% 
生前に、葬儀やその費用について遺言書を作成し、第二者委託など 1 8.5% 8 8.7% 
葬{義社が提供する葬儀パッケージの中から 10 7.8% 3 3.3% 
その他 10 7.8% 5 5.4% 
無回答 8 6.2% 10 10.9% 
ぷ口》、苦則一 129 100% 92 100% 
2004年調査では f出費者が自分の望む葬議の内容と支払い方法を決め、生前(事前)に葬儀社などに予
約(あるいは加入)をしておくことJ47.3%、「消費者が葬儀の内容と支払い方法を決め、葬儀について
生前(事前)に葬儀社・国体などと契約書:を取り交わしておくこと」が22.5%で、 2005::9三謂査では「消費
者が自分の望む葬儀の内容と支払い方法を決め、生前(事訴)に葬儀社などに予約(あるいは加入)をし
ておくことJ47.8%、日目費者が葬儀の内容と支払い方法を決め、葬儀について生前(事前)に葬儀社・
匝体などと契約書ーを取り結んでおくこと」が23.9%と続いている。多くの葬儀社が生前契約とは、活費者
が事前に予約(あるいは加入)しておくことだと定義して提供している場合と、少数だが契約を交わして
おくことだとしている。日本において現在、真に「生前契約jとされるのは、確実に故人の意思を実行す
るために葬儀のアレンジと費用の用途を 記載し、第三者委任にしておくことが望ましいが、そこ
まで厳密には捉えていないようである。
生前契約を知ったのは、 2004::9三調査では 15 ~ 6年前jカ'48.1%、 110年以上前Jが43.4%である。ま
た2005::9三調査では 110年以上前」が50.0%、15 ~ 6年前」が37.0%と続いている。 2004年調査では、本
格的に生前予約として生命保険等を利用して提供されるようになったのは1990年代初めであったが、提供
当初から知っていたとする田答者は約4都であり、提供者側であるために認知度は早かったということが
できょう。
葬儀の事前準備を提供してきている互助会にあっては、立劫会のシステムそのものが「生前契約jの一
形式であるものの「生前契約Jがアメリカから導入したものとして提供しようとしているために、「生前
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表lV-12 r葬穫の生前契約(予約)Jを知った時期
調査年 2004 2005 
つい最近 1 0.8% l 1.1% 
1~2 年前 8 6.2% 8 8.7% 
5~6 年前 62 48.1% 34 37.0% 
10年以上前 56 43.4% 46 50.0% 
知らなかった l 0.8% 。 0% 
そのf也 。 0% l 1.1% 
無関答 0.8% 2 2.2% 
ぷ口〉さ口きiト 129 100% 92 100% 
契約Jという用語・具体的な仕組み・内容を知ったのは 15~ 6年前Jと比較的最近になってという閤答
があったものと思われる。 110年以上前jに知っていたという閤答者の割合も多いところから、アメリカ
型の「生前契約jが登場した1990年代初頭から事業者の間では、早い段階から認知されていたようである。
表lV-13r葬犠の生前契約(予約)Jを知った時 (MA)
調査年 2004 2005 
葬儀業の経営に突破口を開くと思った 34 26.4% 16 17.4% 
自分も手がけたいと思った 42 32.6% 14 15.2% 
日本の葬儀の習慣にはなじまないと思った 13 10.1% 9 9.8% 
日本の葬儀にも新しい時代が訪れると思った 71 55.0% 5 59.8% 
葬議社の経営が変わると思った 29 22.5% 18 19.6% 
葬儀費用がどのように変わっていくか心配になった 8 6.2% 6 6.5% 
生前契約(予約)は大きな組織の葬儀社だけが扱うものだと思った 9 7.0% 。0% 
小規模の葬儀業には無縁のものだと思った 8 6.2% l 1.1% 
小規模の葬儀業にも営業のチャンスが訪れると患った 27 20.9% 9 9.8% 
余り関心、がなかった 13 10.1% 1 12.0% 
そのf也 11 8.5% 10 10.9% 
自答者合計 129 100% 92 100% 
p <0.05 
2004年調査では「生前契約jの査場により「日本の葬儀にも新しい時代が訪れると思ったjが55.0%、
「自分も手がけたいと思った」が32.6%、「葬儀業の営業に突破口を聞くと思ったJが26.4%、f葬儀社の
経営が変わると思ったJが22.5%、「小規模の葬儀業にも営業のチャンスが訪れると思った」が20.9%で、
上位を占め、 2005年調査では「自本の葬儀にも新しい時代が訪れると思った」が59.8%、「葬犠業の営業
に突破口を開くと思ったjが17.4%、f自分も手がけたいと思ったJが15.2%とそれぞれ上伎を占めてい
る。小・中規模の葬儀社は、大規模の葬儀社に比べ、生前契約の存在を知った持、 f葬犠業の営業に突破
口を開くと思ったj、「自分も手がけたいと思った」などの割合が有意に多く積極的に捉え方領向が強い。
一方、「生前契約jに対する否定的または消額的な捉え方である「関心がなかったjは、向調査ともに l
説以上を占めている。「大規模葬議杜のみが扱うものだと患っていたjという閤答は、 2004年調査では7%
見られるが2005年調査では0%であり、組織・鴎体における覚知疫の差異を現すものと思われる。
自社の利益、発農をために、生前契約が葬{義社にとって有効性を持つという考えは、小・中規模の葬犠
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社に特に強くみられる。「生前契約」は事業規模によるものではなく、費吊をどのような方法で担保して
おくかということさえ解決できれば、いずれの葬儀社でも取り扱い可能なものである。ょうやくそれが理
解されたということを示している。
生前契約の種類についての回答は、 2004年調査では f葬儀のみjが61.2%で大多数を占め、死後の整理
も含む(含むほうがよい)とする f葬儀年子の整理・事務処理Jが7.8%である。 2005年調査では「葬
儀のみ」が53.3%、「葬儀と死後の整理・事務処理jが12.0%と続いている。
表lV-14 生前契約(予約)のタイブ
調査年 2004 2005 
葬儀のみ 79 61.2% 49 53.3% 
慕(埋葬)のみ 。 0% 。 0% 
葬儀と墓 5 3.9% 6 6.5% 
葬{義と死後の整理・事務処理 10 7.8% 11 12.0% 
葬儀と生前事務 4 3.1% 2 2.2% 
葬儀と仏壇 8 6.2% 。 0% 
そのf也 3 2.5% 14 15.2% 
解;問答 20 15.5% 10 10.9% 
合計 129 100% 92 100% 
p <0.01 
両調査には若干の割合の差異はあるが、本業である葬儀のみから顧客のニーズを受けて、死後の整理な
どの分野も規野に入れ始めてきたことが伺われる。高齢者世帯、高齢単身世帯の増加により遺族に代わり
遺品や住宅・部屋等を整理する「遺品整理業J17のニ…ズも高まっているところから、葬儀に付加する多
様なサービスも「生前契約Jに組み込もうとしているようである。ただし、現在は、葬儀のみのタイプを
殺り扱っているところが多く、大規模の葬犠社は若干 f葬儀と死後の整理・事務処理Jを取り扱っている
ところがみられるのみである。
表lV-15 生前契約(予約)の具体的な方法
調査年 2004 2005 
系列の保険事業者との提携による 10 7.8% 2 2.2% 
保険代理屈と契約して行う 6 4.7% 4 4.3% 
{也の事業者とのグループ化・ネットワーク化 30 23.3% 10 10.9% 
共済方式による 40 31.0% 4 4.3% 
銀行との提携で信託を利用する 3 2.3% 2 2.2% 
その他 30 23.3% 51 55.4% 
無回答 。 0% 19 20.7% 
回答者合計 129 100% 92 100% 
p <0.01 
2004年調査では「共済方式による」が31.0%、1也の事業者とのグループイヒ・ネットワークイじが23.3%
で、 2005年調査では多様な方法を現す「その他jが最も多く55.4%を占めている。次いで「ほかの事業者
17E吉田太一著「遺品主主理屋は見た!J扶桑社pp2ゃ 3206"下 さまざまな辺自で?と後の故人の生活の後始末を遺族や公的
機関からの依頼で怒理を行う卒業者が人の死を取り巻く46事例により談題を提起する舎をとして話題になった新刊舎であ
る。
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とのグループ化・ネットワーク化」が10.9%と続いている。なお、「その地」の回答には、「自社との直接
契約jという詔答が多い。小・中規模の葬儀社は、小額生命保倹を用いた共済方式で、あるいは他の事業
者と連携して生前契約を行っているところが多い領向が窺われる。
次に、生前契約を契約としてかまたは予約として科という違いはあるが、それぞれが生前契約として取
り扱っているかどうかの賀開に対しては、以下のとおりの傾向が克られた。
2004年調査では「取り扱っているJ65.9%、f現在検討中J11. 6%、f取り扱いたいJ10.1%、2005年認
ままでは「取り扱っているJ64.1%、「現在検討中J22.8%と続いている。 6割を趨える葬儀社が既に生lW
契約を取り扱っており、現在検討中の所を含めると多数の葬犠社が生前契約と隠わっていることがわか
る。
表N-16r葬議の生前契約(予約)Jの取り扱いの有無
調査年 2004 2005 
取り扱っている 85 65.9% 59 64.1% 
現在検討中 15 11.6% 21 22.8% 
取り扱いたい 13 10.1 % 5 5.4% 
取り扱うつもりはない 6 4.7% 1 1.1% 
「葬儀の生前契約(予約)Jそのものがよく分からない 1 0.8% 。0.0% 
無自答 9 7.0% 6 6.5% 
ぷEコ〉、号~f 129 100% 92 100% 
「生前契約(予約)Jの売り上げの増加見込み
2004 2005 
39 30.2% 14 15.2% 。 0% l 1.1% 
0.8% 1.1% 
63 48.8% 48 52.2% 
3 2.3% 21 2.2% 。 0% 。 0% 
6 4.7% 9 9.8% 
17 13.2% 17 18.5% 
129 100% 92 100% 
2004年調査では「変わらないj カ"48.8% 、 r20~30%増加J は30.2%である。 2005年調査では「変わら
ないJ が52.2% 、 r20~30%増加J が15.2%である。変わらないという屈答が約半数を占めるのは、生前
契約は通常の葬儀と比較すると小額化する傾向があることと、出そして f生前契約Jは将来いつ発生する
かわからないということもあるため、~座の売り上げの見込みには大きな変動はないと捉えているようで
ある。ただ売りよげが急激に増加しなくても確実に売り上げは増加が見込まれるところから希望的観溺も
多く、その傾向は特に小・中規模の葬議社に現れている。売り上げの大幅な伸びはなくてもこの確実性が
に奏功するであろうという期待感から、小・中規模の葬儀社では、生前契約を手がけてみたいと思
】8北)1慶子著作三i効期最後の生活課題Jpp293-299九州大学出版2001年
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うところが多いのではないかと思われる。
生前契約を取り扱うことには、どのようなメリットがあると考えているのかについては、 2004年諦査で
は、 f消費者の身近な存在になるJが51.9%、f消費者の自立意識が高まるjは37.2%、「将来にわたる経
営の安定化」カ'31.0%、f葬犠社の信用が高くなる」が31.0%、「葬儀に対するタブーがなくなるJカ'30.2%
で上位を占めた。また、 2005年調査では「消費者の身近な存在になるjが53.3%、「葬儀社の信用が高く
なる j は44.6% 、 r~守来にわたる経営の安定化j が32.6% 、 f消費者の自立意識が高まるj カワ0.4% と競い
ている。
両調査ともに、「生前契約」を葬儀社が提供することによって、葬儀が発生して初めて葬儀社との関係
をもっ at-needだけの関係から、「生前契約jによって pre-needの関係が発生し、永続性(終生)を持つこ
とになるために、「身近な存在になるjと過半数が積槌的な回答をしていることが窺われる。小規模葬犠
社が多かった2004年識査では「経営の安定イヒ」、「信用J、「タブーの解消jが同様に3割で高い割合を占め
ている。一方、大規模が多かった2005年課査では、「信用」が第2位で4割を超え、「経営の安定化Jと「消
費者の自立jが3割であった。小規模卒業社は、メリットを身近な存在と経営の安定化を、大規模事業社
は身近な存在と自社の信用をメリットとしてあげている。
して生前契約に期待を寄せており、葬犠社の経営にとって生前契約の来たす役割は大きい。
言受ν-18r生前契約(予約)Jのメリット (MA)
調査年 2004 2005 
生前契約によって事業の拡大化・収益の増加 31 24.0% 15 16.3% 
将来にわたる経営の安定化 40 31.0% 30 32.6% 
消費者の身近な存在になる 67 51. 9% 49 53.3% 
葬儀に対するタブーがなくなる 39 30.2% 25 27.2% 
専門職としての信頼が高まる 37 28.7% 25 27.2% 
葬儀社の役割が分かりやすくなる 33 25.6% 22 23.9% 
他社との競争できること 20 15.5% 17 18.5% 
葬儀市場の経済効果が上る 7 5.4% 1 1.1% 
葬犠社の信頼が高くなる 40 31.0% 41 44.6% 
消費者の自立意識が高まる 48 37.2% 28 30.4% 
自分のキャリアアップになる 9 7.0% 2 2.2% 
収入が増加する 7 5.4% l 1.1% 
ない 2 1.6% 2 2.2% 
その地 5 3.9% 。 0% 
回答者会計 129 100% 92 100% 
2004年調査では将来にわたる約束事ーであるために f契約(予約)通りの葬犠ができるか分からないこと」
が39.5%、生能契約の契約は小額化が顕著なために「契約する葬儀の規模が縮小するかもしれないことj
カ'26.4%、生前契約は担当者としての専任に「新たな経費・従業員が必要になることJが17.8%、f生前
契約を開始してもニーズ(顧客)があるかどうか分からないことjが17.1%、「葬儀実行までの顧客との
関係維持にコストがかかることJが16.3%で上位を占めている。 2005年諦査では「契約する葬儀の規模が
縮小するかもしれないことjが29.3%、 「契約(予約)通りの葬議ができるか分からないことjが21.7%、
リスクは「ない」が20.7%、「葬儀実行までの顧客との関係維持にコストがかかることJが18.5%、「生前
契約を開始しでもニーズ(震直客)があるかどうか分からないことJが16.3%と続いている。解答欄は、ア
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表ν-19r生前契約(予約)Jのリスク
調査年 2004 2005 
契約(予約)通りの葬議ができるか分からないこと 51 39.5% 20 21. 7% 
葬儀へのクレ ムが多くなるかもしれないこと 12 9.3% 10 10.9% 
他社との競争力があるかどうか分からないこと 16 12.4% 7 7.6% 
葬儀実行までの顧客との関係維持にコストがかかること 21 16.3% 17 18.5% 
新たな経費・従業員が必要になること 23 17.8% 9 9.8% 
生前契約を開始しでもニーズ(顧客)があるかどうか分からないこと 22 17.1% 15 16.3% 
契約する葬儀の規模が縮小するかもしれないこと 34 26.4% 27 29.3% 
その他 10 7.8% 6 6.5% 
ない 14 10.9% 19 20.7% 
無回答 13 10.1% 。0% 
回答者合計 129 100% 92 100% 
p <0.05 
メリカの生前契約調査勺こ基づいた項自によって、その相違を見ょうと試みたものである。現在では、日
本における生前契約もアメリカの状況とほとんどその環境は変わらなくなったといってよい。
契約を交わす以上、その契約の責在感に対してリスクを感じるという回答が多くを占めている。また、
葬議の規模が縮小するという、自社への度接の不利益に対する不安も多い。その一方で2005年前査では「な
表N-20 生前契約の消費者へのメリット (MA)
調査年 2004 2005 
自分らしい葬{義ができる 95 73.6% 64 69.6% 
宗教、形式にとらわれずにすむ 26 20.2% 21 I 22.8% 
葬儀費用の支払額を決めておけること 77 59.7% .5% 
万一の場合でも安心なこと 80 62.0% 51 55.4% 
死への恐怖が軽減されること 9 7.0% 1 1.1% 
人生を前向きに生きられること 30 23.3% 16 17.4% 
遺書を書くことで遺産分割の心配がないこと 16 12.4% 10 10.9% 
家族や継承者に気兼ねしなくてよいこと 32 24.8% 19 20.7% 
自立心が出てくること 12 9.3% 4 4.3% 
葬儀の心配が要らないこと 48 37.2% 43 46.7% 
死後の生活管理・片づけを心配しなくてすむこと 17 13.2% 12 13.0% 
いつでも解約ができること 22 17.1 % 10 10.9% 
葬儀以外のことも契約ができること 12 9.3% 8 8.7% 
暗いイメージカ河すきまとわないこと 16 12.4% 9 9.8% 
契約しているから安心できること 49 38.0% 36 39.1% 
長生きすれば利点が多いこと 2 1.6% 5 5.4% 
その他 3 2.3% l 1.1% 
無由答 10 7.8% 。 0% 
回答者会計 129 100% 92 100% 
19“1999 AARP Fun巴raland Burial Planners Survey Summary Report" ppl-5 AARP 1999 
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いjという問答が2割みられ、大規模葬儀社の強気な姿勢もうかがわれる。
2004年調査では「自分らしい葬儀ができるJ73.6%、「万一の場合でも安心なことJ62.0%、「葬儀費用
の支払額を決めておけることJ59.7%で、 2005年調査では「自分らしい葬犠ができるJ69.6%、f葬儀費
用の支払額を決めておけることJ56.5%、「万一の場合でも安心なことJ55.4%と続いている。
「自分らしい葬儀ができるJという回答が最も多く、葬儀に対する要望を満たすことができるという点
で、消費者へのメリットがあると患っている姿勢がうかがえる。また、「葬儀費用の支払額を決めておけ
ることJI万一の場合でも安心なことJも多くの回答がみられ、死に対する事前の備えができるという点
にもメリットがあると!惑じているようである。
表N-21 I生前契約(予約)Jの取り扱い者 (MA)
調査年 2004 2005 
専門の相談員 36 27.9% 34 37.0% 
パートタイムの従業員でよい 。 0% 5 5.4% 
葬儀ディレクターの資格を持つ専門職がよい 56 43.4% 37 40.2% 
経営者がよい 20 15.5% 2 2.2% 
その地 16 12.4% 。 0% 
無回答 11 8.5% 14 15.2% 
回答者合計 129 100% 92 100% 
p<O.Ol 
2004年調査では「葬犠ディレクタ…資格を持つ専門職j が43.4%、無資格でも「専門の相談員」カ~27.9% 
で、 2005年調査では「存資格専門職」が40.2%、「専門相談員」が37.0%と続いている。両調査ともに河
様の傾向を示し、「将来の葬儀を販売する」ことにもなる生前契約に関わるのは有資略者もしくは専門の
相談員などによって取り扱われるべきだと考えられている。
章受N-22 I生前契約(予約)Jの信頼性 (MA)
調査年 2004 2005 
葬儀社に信用があること 100 77.5% 57 62.0% 
経営者に信用があること 24 18.6% 8 8.7% 
経営規模や知名度 16 12.4% 13 14.1% 
経営母体(倒人、地域性)がはっきり分かる 15 11. 6% 10 10.9% 
担当者の専門性 8 6.2% 9 9.8% 
きめ細かい相談ができる 5 3.9% 26 28.3% 
その地 。 0% 。 0% 
無関答 9 7% 9 9.8% 
問答者合計 129 100% 92 100% 
p <0.01 
2004年調査では「葬銭社に信用があることjが77.5%、「経営者に信用があることjは18.6%、f経営規
模や知名度Jが12.4%、「経営母体(個人、地域性)がはっきり分かるJが11.6%である。 2005年調査で
は[葬儀社に信用があることjが62.0%、「きめ細かい棺談ができる」が28.3%、f経営規模や知名度Jが
14.1%、「経営母体(個人、地域性)がはっきり分かる」が10.9%と続いている。どちらの調査において
も葬儀社の信吊性(信頼性)を最も重視しようとしていることがわかる。それに加え、大規模の葬髄社に
おいては fきめ細かい相談ができるJということに神経を使っている。信用を大切にしようとすれば、お
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のずから「生前契約Jの情報収集、契約に訪れる消費者に対菌する相談者が葬儀社の顔ともなり、その信
用度を左右しかねない。したがって細かな相談がおろそかにならないようにしようと心がけていることの
現れだと考えられる。
表N-23 r生前契約(予約)Jの説暁で気をつけること (MA)
調査年 2004 2005 
事前の相談をきめ細かく行う 一一一一一一~ 52 56.5% 価格の公明性・開不に気をつけている 87 67.4% 53 57.6% 
パッケージの内容の説明に気をつけている 40 31.0% 27 29.3% 
個別的なサービスの内容の説明に気をつけている 60 46.5% 34 37.0% 
将来の探障性に気をつけて説明している 27 20.9% 28 30.4% 
生諮契約(予約)の責任について気をつけて説明している 46 35.7% 23 25.0% 
余り詳縮までは説明しない 2 1.6% 3 3.3% 
契約する揺には詳細な説明はしない 3 2.3% 2 2.2% 
その地 6 4.7% 4 4.3% 
無回答 11 8.5% 。 0% 
回答者合計 129 100% 92 100% 
p <0.01 
2004年調査では f価格の公明性・開示に気をつけているjが67.4%、f偶5.J1j的なサー ビスの内容の説明
に気をつけている」カ'46.5%、「生前契約(予約)の責在について気をつけて説明しているjが35.7%、「パッ
ケージの内容の説明に気をつけているjが31.0%で上位を占めている。 2005年課査では「価格の公明性・
開示に気をつけている」が57.6%、「事前の相談をきめ細かく行うjが56.5%、f個別的なサービスの内容
の説明に気をつけているjが37.0%、「将来の保障性に気をつけて説明している」が30.4%と続き、いず
れも 3割以上を占めている。
契約をする前に、どのような内容の契約であるかということを詳細な説明をしなければ治'費者は納得せ
ず契約(予約)が難しいということを事業者が感じ始めているようである。
表ν-24 r生前契約(予約)Jの説明相手 (MA)
調査年 2004 2005 
本人 109 84.5% 73 79.3% 
配揮者 86 66.7% 68 73.9% 
子ども 74 57.4% 63 68.5% 
親 21 16.3% 17 18.5% 
その他の親族(相続権者) 19 14.7% 25 27.2% 
同行した人 22 17.1 % 8 8.7% 
弁護士や後見人 11 8.5% 7 7.6% 
その他 10 7.8% 5 5.4% 
無沼答 9 7.0% 。 0% 
屈答者合計 129 100% 92 100% 
2004年調査では[本人Jは84.5%、「記偶者Jが66.7%、「子どもJが57.4%で、 2005年調査では{本人j
が79.3%、「配偶者Jが73.9%、「子どもjが68.5%と続いている。年々本人とともに家族にも説明しよう
ということに段階的に移りつつある。
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どちらの調査においても、まずは「本人jに説明することを とし、続いて「記偶者J["子どもJと
いう )1夏番で説明を行うようである。そのほかの家族や親族へ説明するという回答もみられるが、その割合
は低いものにとどまっている。生前契約も医療と向様に本人への説明が最良であるとする考え方が望まし
いという環境が醸成されつつある。特に契約を履行する上で、本人に説明する探には最も信頼し、遺族と
して葬送を行うことになる「配偶者J、「子どもJにも説明をしておく必要があると考えている。
表N-25 i生前契約(予約)Jのリスクの説鴫露経 (MA)
調査年 2004 2005 
ある 82 63.6% 58 63.0% 
多少はある 31 24.0% 16 17.4% 
必要ない 2 1.6% 。 0% 
ない 3 2.3% 6 6.5% 
その他 l 0.8% 2 2.2% 
無回答 10 7.8% 10 10.9% 
合計 129 100% 92 100% 
2004年調査では卒業社側に「生前契約Jのリスクについての説明責任がfあるJと回答したのは63.6%、
f多少はあるjが24.0%であり、 2005年では「あるjが63.0%、「多少はあるjが17.4%と続いている。
事業者は、説明資妊の所在があることを概ね理解しているようだが、しかしまだ十分な理解度ではない。
生前契約は誰のために行うのかについては、表N-26に示すとおり、 2004年調査ではf本人J76.0%、f配
偶者(妻)J27.1 %、 f子ども(長男など男性)J20.2%、「配儒者(夫)J17.8%で、 2005年調査では f本
人J72.8%、「記偶者(姿)J18.5%、「子ども(長男など男性)J17.4%、「配偶者(夫)J 15.2%と続いて
いる。
実際には、生前契約は本人によるものが最も多いが、配偶者の場合は、安の割合が夫よりも高く、子ど
もの場合では、男の子に対するものが多く、女の子に対するものはごく少数にとどまっている。この傾向
は、たとえば、配偶者別では妥が生前契約行う場合が多いが、これは、「夫に対する生前契約jを妾が行
うことを意味し、また子どもの場合は、殺に対する生前契約が多いことから、疾病などで近い将来葬犠が
発生するであろうと予想されたときに葬犠社と契約や葬儀の予約等を行うことが多いことを意味する。も
ちろん、平均余命の差から、女性は男性よりも長命であることが多い。したがって後に残されるであろう
表N-26 i生蔀契約(予約)J者 (MA)
調査年 2004 2005 
本人 98 76.0% 67 72.8% 
配偶者(奏) 35 27.1% 17 18.5% 
自己偶者 (夫) 23 17.8% 14 15.2% 
子ども(長男など男性) 26 20.2% 16 17.4% 
子ども(長女など女性) 12 9.3% 6 6.5% 
手見 3 2.3% l 1.1% 
その他 12 9.3% 6 6.5% 
無問答 9 7% 10 10.9% 
[ill答者合計 129 100% 92 100% 
p <0.01 
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女性は夫の苑は生活危機でもあるために、葬儀の不安を由避する方法としての生前契約会行う割合が高い
傾向がある。
子どもの場合、男性が多いのは、親の葬儀に対する備えであるということができ、自分の親に対する生
前契約を行うのは男性が女性の約2侍である。生前契約では墓の継承は依然として男性が多いために、
どもが生前契約を行う場合は男性の方が多いということが窺われる。
表ν-27 生前契約による顧客の留い込み意識
調査年 2004 2005 
思う 46 35.7% 26 28.3% 
多少思う 61 47.3% 40 43.5% 
思わない 12 9.3% 16 17.4% 
その他 。 0% 2 2.2% 
無問答 10 8% 8 8.7% 
合計 129 100% 92 100% 
[生前契約Jは、将来の葬儀に対する契約であるために、葬儀社による一種の顧客の問い込みであると
もいえる。このことに対する意識は、 2004年調査では「多少思う」が47.3%、f思うJが35.7%で8割が、
2005年調査では「多少思うjカ宝43.5%、i)思うJが28.3%で7割が閤い込みという認識をしていることが
わかる。現在、斎場を競う段階からサービスの競争が始まる段階に来ている葬送業界にあって、「生前契
約Jは、消費者のニーズに応えると同時に、顧客としての囲い込みが葬儀社の経営安定には大きな役割を
来たすことになると多くが感じている。それは、表盟-18で、生前契約が「経営の安定fじ、「増益につな
がるjとS割以上が自答しているところからも窺われる。
事業者は、顧客の間い込みの意識をある程度存しながら生蔀契約を提供しているが、その顧客である出
費者は、提供する生前契約の安全性についてはどのように思っているかということは以下のとおりであ
る。
表lV-28 生前契約の安心震・信頼度
龍査年 2004 2005 
そう思う 53 41.1 % 45 48.9% 
多少思う 56 43.4% 31 33.7% 
そうは思わない 9 7.0% 4 4.3% 
その他 。 0% 2 2.2% 
無回答 11 8.5% 10 10.9% 
合計 129 100% 92 100% 
生前契約は将来の葬儀を責任持って提供しようとする方法であるために、その安心性・信頼性がなけれ
ば消費者にとって、生前契約は危険なものとなる。そのことに対する意識は、 2004年調査では「多少思うj
が43.4%、fそう思うJが41.1%であわせると84.5%であり、 2005年調査では「そう思うjカ宝48.9%、「多
少思うjが33.7%で、両者では82.6%である。ほとんどの葬儀社が「生前契約」は安心で信頼度が高いも
のだと考えている。しかし 2割近くは必ずしも安心かっ信頼性の高いものではないと考えているところか
ら、その理由や生議契約の認知度など詳組な分析の必要性がある。安心できないと取り扱っている
自身が感じているところに生前契約の進展はないといえよう。
高齢期と葬送の生前契約 291 
言葉ν-29 r生前契約(予約)Jtこ消護者が求めること (MA)
調査年 2004 2005 
詳細な説明と誠実さ 82 63.6% 48 52.2% 
生前契約葬儀実行の業績 13 10.1% 4 4.3% 
生前契約実行の保証 42 32.6% 42 45.7% 
破産・倒産の心記がないこと 14 10.9% 5 5.4% 
地域密若型であること 26 20.2% 3 3.3% 
清算後の返却金 6 4.7% 。 。%
その地 2 1.6% 2 2.2% 
無回答 12 9.3% 8 8.7% 
問答者合計 129 100% 92 100% 
p <0.01 
事業者が取り扱っている f生前契約jが消費者にとって安心性・信頼性に対する意識を表頭一28によっ
てみたところで、消費者の生前契約に対するニーズをみると、 2004年調査では f詳細な説明と誠実さjが
63.6%、「生前契約実行の保証Jが32.6%、「地域密着型であることJが20.2%で、いずれも信頼性とサー
ピスの質を消費者は求めていることがわかる。 2005年調査でも問械に「詳細な説明と誠実さJが52.2%、
f生前契約実行の保証jカ'45.7%という結果である。
詳細にわたって活費者の納得のいく説明をすること、誠実に対応すること、生前契約の実行の確実性を
保証することは、いずれも生前契約の基本的な事壌である。いず、れにも重きがおかれていることがわかり、
「活費者が選ぶ生前契約Jの方向に向かうことが予想される。それに加え2004年調査では、地域密着型で
あることが有意に高くこのことは、小規模事業者が多く、しかも地域での歴史が長いこともあり、葬儀は
地域密着型をよしとする考え方が強いことを示している。現在、小・中規模の葬儀社では、大規模葬{義社
にない独自性を出すために、自社が中小規模という特性を生かし、地域密着裂を図ろうとしている。その
他にも、生前契約葬儀実行の実績、歴史を誇ることで破産・儲産の心配がない安心感を消費者に認知させ
ることによって、自社の経営を左右する顧客を獲得し、経営状態を強くしようとする意識が多くみられる。
また、外国において提供されている生前契約の事情を知っているかどうかについては、2004年調査では、
「あまり知らない」が34.9%、「知らないJが34.9%で約7割が外国における生前契約を知らず、 fよく知っ
ているJは2.3%、「多少は知っているJ20.9%で、約2割のみが知っていると回答している。 2005年調査
においても同様の領向で「あまり知らない」が42.4%、「知らないjが28.3%で7説、「よく知っているJ
は4.3%、「多少は知っている」は16.3%と2割である。
表N-30 飽の盟の「生前契約J(予約)J
調査年 2004 2005 
よく知っている 3 2.3% 4 4.3% 
多少は知っている 27 20.9% 15 16.3% 
あまり知らない 45 34.9% 39 42.4% 
知らない 45 34.9% 26 28.3% 
その地 。 0% l 1.1% 
無問答 9 7.0% 7 7.6% 
合計 129 100% 92 100% 
p <0.01 
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現在の生前契約の方法がアメリカから導入されているということをよく知らずに生前契約を行っている
現実が見えてきた。組閣の事情については詳しくなく、その清報がほしいという意見も多くあった。
表lV-31 葬犠業に従事したきっかけ男女鶴の意識差 (2005年関査)
女性 男性
家業の継承 3 30.0% 22 28.9% 
親類・知人が経営していたから l 10.0% 12 15.8% 
資格を取得しているから 。 0% 。 0% 
求人があったから 2 20.0% 17 22.4% 
面白い仕事だと思ったから l 10.0% 13 17.1% 
地に仕事が見つからなかったから 。 。% 。 0% 
給料が向かったから 。 0% 。 0.0% 
その地 3 30.0% 12 15.8% 
合計 10 100% 76 100% 
※性別P.1ri問答I名、理由無問答5名を除外 言，-6 ;j;を除外
また、葬儀業界はかつて男性独占の事業といわれ、女性の従事にはタブーもあった。しかし、 1990年代
からのアメリカで女性の従業者が増加してきた状況と同様に、日本でも女性を積極的に寂り入れようとす
る事業者が増加してきた。女性が就業したきっかけとしては、「家業の継承Jが最多で30.0%を占めては
いるものの、次いで「求人があったからJ20.0%と続く。男性でも「家業の継承jが28.9%、 f求人があっ
たから」が22.4%であるが、「面白い仕事だと思ったからJという問答が17.1%と自立っている。男性に
とっても、葬送業は新しい分野であり、企業家精神をそそる分野であり、企業家として進出しているケ
スが多い。女性にも新たな分野として捉えられ、葬送業界でも積極的に掠用しようとする動きがある。
また、比較的中小規模の葬儀社が多い2004年調査によって従事したきっかけに性別の差があるかどうか
を見たところ、女性では「家業の継承J65.0%、f親類・知人が経営していたからJ15.0%で、男性では
「家業の継承J61. 5%、「やりがいがある仕事だからJ14.7%、「この仕事は将来成長すると思ったからJ
13.8%、「親類・知人が経営していたからJ10.1%と続いている。男女ともに家業の継承という閤答が大
多数を占めている。 2005年調査と比較すると、 f求人があったからjという割合が低い。小・中規模の葬
儀社は、大規模の葬議社に比べ、求人が少ない現状にある。
喜美lV-32 従事したきっかけの男女潤の意識差 (2004年調査)(MA) 
女性 男性
家業の継承 13 65.0% 67 61.5% 
親類・知人が経営していたから 3 15.0% 11 10.1% 
資梼を取得しているから l 5.0% 。 0% 
求人があったから 。 0% 0.9% 
面白い仕事だと患ったから 。 0% 6 5.5% 
他に仕事が見つからなかったから l 5.0% 2 1.8% 
給料がI向かったから 。 。% 3 2.8% 
やりがいがある仕事だから l 5.0% 16 14.7% 
この仕事は将来成長すると患ったから 1 5.0% 15 13.8% 
その他 1 5.0% 10 9.2% 
問答者合計 20 100% 100% 
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表N-33 従事したきっかけ資棒の有無による蓬 (2005年調査)
持っている 持っていない
家業の継承 14 40.0% 11 22.9% 
親類・知人が経営していたから 3 8.6% 10 20.8% 
資格を取得しているから 。 0% 。 0% 
求人があったから 9 25.7% 9 18.8% 
面白い仕事だと思ったから 6 17.1% 7 14.6% 
他に仕事が見つからなかったから 。 0% 。 0% 
京会ヰヰカ{r向かったから 。 0% 。 0% 
その他 3 8.6% 11 22.9% 
合計 35 100% 48 100% 
※資格取得無回答 5 名、理由無間~4 ;:jZ1 を除外 計9;:j!，を徐外
さらに、資格別に従事したきっかけを見たところ、資格を「持っているJ人は、 f家業の継承J40.0%、
「求人があったからJ25.7%、 「面白い仕事だと思ったからJ17.1 %で、資格を「持っていないj人は「家
業の継承J22.9%、「その他J22.9%、f親類・知人が経営していたからJ20.8%、「求人があったからJ
18.8%、「面自い仕事だと思ったからJ14.6%と続いている。
資格を持っているという自答には、家業継承の割合が高い。葬儀社という職業の専門性から、家業を継
ぐために資格が重要という意識がある。また、「求人があったからJという閤答も資格を持っている方が
高い割合を占めており、葬儀社の仕事における資梅の重要性がうかがえる田答結果である。
さらに2004年調査で見ると、この結果は資格を表N-33 (2005年調査)と比較すると差はあるものの、
ほほ同様の傾向を示している。したがって、規模には左右されないといえよう。ただし、中小規模の葬儀
社が多い本調査では、資格がなくても家業の継承がS割以上あることが2005年調査とは異なるところであ
る。
ここでは、「持っているj人は、「家業の継承jが66.2%で、「やりがいがある仕事だからJ14.1%、fこ
の仕事は将来成長すると思ったからJ14.1 %で、資格を「持っていないj人は「家業の継承J56.4%、 f親
類・知人が経営していたからJ16.4%、「やりがいがある仕事だからJ10.9%、「その地J10.9%と続いて
表ν-34 従事したきっかけと資格 (2004年欝査) (MA) 
持っている 持っていない
家業の継承 47 66.2% 31 56.4% 
親類・知人が経営していたから 5 7.0% 9 16.4% 
資格を取得しているから 。 0% l 1.8% 
求人があったから 。 0% l 1.8% 
面白い仕事だと思ったから 4 5.6% 2 3.6% 
他に仕事が見つからなかったから I 1.4% 2 3.6% 
高合科宇治宝i笥かったから 2 2.8% 1 1.8% 
やりがいがある仕事だから 10 14.1% 6 10.9% 
この仕事は将来成長すると思ったから 10 14.1% 5 9.1% 
その他 4 5.6% 6 10.9% 
自答者合計 100.0% 55 100% 
※資格取得 4~~回答 345を除外
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いる。資格の有無に関わらず、「家業の継承jという囲答が最も多い。上記のように、 2005年調査(表3
-33) と比べてみても「家業の継承jという回答の割合は高く、小・中規模の葬儀社は、家業の継承によ
り葬儀社の業務が継続して成り立っている。
表N-35 規模(経営者を含む従業者数)X事業所・語体の営業規模(年開売上)2005年調査
1，000万円~ 3，000万円~ 5，000万円~ l億円~ 5億円 無自答 合計
3，000万円未満 5，000万円未満 11:意円未満 51意向未満 以上
l 人~5 人未満 1 3 。 。 。 。 4 
5 入 ~10人未満 。 。 l 7 。 。 8 
10人~50人未満 l 。 2 19 2 I 25 
50人 ~100人未満 l 。 l 2 15 l 20 
100人以上 。 。 。 l 27 l 29 
その他 。 。 。 3 。 4 
無回答 。 。 。 l 。 l 2 
合許 3 3 4 31 47 4 92 
1，000万円~ 3，000万円~ 5，000万円~ l 億円~ 5億円 無回答 合計
3，000万丹未満 5，000万円未溝 li草;円未満 51意丹未満 以上
1 人~5 人未満 1.1% 3.3% 0% 0% 0% 0% 4.3% 
5 人~1O人未瀧 0% 0% 1.1% 7.6% 0% 0% 8.7% 
10人~50人未満 1.1% 0% 2.2% 20.7% 2.2% 1.1% 27.2% 
50人~100人未満 1.1% 0% 1.1% 2.2% 16.3% 1.1% 21. 7% 
100人以上 0% 0% 0% 1.1% 29.3% 1.1% 31.5% 
その他 0% 0% 0% 1.1% 3.3% 0% 4.3% 
無回答 0% 0% 0% 1.1% 0% 1.1% 2.2% 
合計 3.3% 3.3% 4.3% 33.7% 51.1 % 4.3% 100% 
p <0.01 
2005年度調査によって事業規模と営業状況を見ると、葬祭事業としては規模が大きい葬健社で、 100人
以上が3哉、 10人から50人が約3説、 50…100人が2割で、 50人以上が5割を占めている。規模の大小を
裏づけるように、 100人以上の従業員規模の事業者が5鐘円以上の売り上げを 3割が占め、 10-50人以上
が約3割、 50-100人が2割で、50人以上が全体の 5割以上を占めている。 1-51.意向の年間売り上げのな
かでは、 10-50人規模の事業者が多い。 1億円.tJ、上の売り上げで8部 (84.8%)であった。
表N-36 規模(経営者を含む従業者数)X事業所・匝体の営業規模(年障売上)2004年調査
500万円 500万円~ 1，000万円~ 3，∞o万円~ 5，000万円~ 11なIIJ- 5 位川~争時闘12色 合計U 42米議j 1，∞o万円米満 3，000万円未満 5，∞0万円未溺 H志向未満 5t~円米ii者 以上
I人-5人未満 l 2 7 1 7 3 。
5人-10人未満 。 。 2 3 15 20 。
10人-50人未満 。 。 。 。 2 42 12 。 56 
50人-100人未満 。 。 。 。 。 2 1 。 3 
100人以、上 。 。 。 。 。 。 3 I 4 
その他 。 。 。 。 。 。 l 。 l 
無li?t 。 。 。 。 。 。 。 i l 
メlコ〉、王ロ子守i l 2 9 4 24 67 17 5 129 
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印O万円 500万円~ 1，000万円~ 3 ， 000万fIl~ 5，000万円~ 1億円~ 51守、|弓 無i回答 合計
未満 1，000万円未;諸 3，∞0万円未i袴 5，∞0万円未満 1億円未満 5億円未j詩 以上
1 人~5 人未潟 0.8% 1.696 5.4% 0.8% υ5.佐4% 2.3% 。% 0.8% 17.1 % 
5 人~10入米(]寄 。0〆6 。% 1.6% 2.3% 11.6% 15.5% 0% 1.6% 32.6% 
10人 ~50人未溺 。~ο/ 0% 。% 。% 1.696 32.6% 9.3% oq6 43.4% 
50人~1∞人未満 。% 。% oqo 09色 00ノO 1.6% 0.8% 。% 2.3% 
100人以上 。% 。% 。% oq D 0% 。% 2.396 0.8% 3.1% 
その他 096 096 。% 。% 。% 。% 0.8% 。% 0.8% 
無回答 096 。% 。% 0% O~ 。 0'1ら 。% 0.8% 0.8% 
合計 0.8% 1.6% 7.096 3.1% 18.6% 51.9% 113.2% 3.9% 100% 
p<O.Ol 
2004年調査は、 50人以下の中小規模葬儀社が対象のほとんど (93.1%)となっている。 10-50人
が売り上げの大半 (51.9%) を占め、 1- 5龍円が最も多く、 5億円以上はあまり見られない。 過当競争
時代に入ったといわれる現在、サービスの質が要求されるところから、大手卒業者と小規模事業者との
チェーン化がi喧伝されているところから、吸収・合併がさらに進行していくかもしれないことを暗示して
いる。そこには、高齢者夫婦・単身世帯の増加と長寿化による起高齢者の死亡が増加したことに関係して、
大規摸葬儀から小規模・鰐素型葬犠への移行が影響しているようである。すなわち死亡者が高齢化し、単
身・高齢夫婦世帯が多くなれば勢い参列者も少なくなってくるという理由からである。さらに今後生前契
約が普及していけば、葬儀は小規模イとしていく。それは、自分の葬犠を大規模で行いたいという人々が減
少するからである。このことは生前契約による葬議は、遺族の意思によって行う場合より小規模化すると
いう報告があるアメリカの例からも言えることである。部
表N-37 会社・事業所・鹿体の事繋規摸(年間売上)X平均施行件数(年間)2004年調査
501守 50i'~~ 1001千~ 150i午~ 2∞{牛~ 3ω{牛~ 500i't二 その他 無隠J~ 合計
未満 100刊二 150件 200i'牛 300n 500i'r. 以上
5ω万円未満 1 。 。 。 。 。 。 。 。 I 
5∞万内~1， 000万円未満 l l 。 。 。 。 。 。 。 2 
1 ，∞0万円 ~3 ， 000万円未;謁 3 4 1 。 l 。 。 。 。 9 
3，∞0万円~5 ， 000万将司ミhE 。 3 l 。 。 。 。 。 。 4 
5 ， 000万円~1 億円未満 l 11 6 4 2 。 。 。 。 24 
H宮内~5億円米議 I 。 14 14 20 18 。 。 。 67 
5億円以よ 。 。 。 。 。 4 10 2 l 17 
終i回答 I 。 。 1 l 。 。 。 2 5 
メ口b、そ川守4 8 19 22 19 24 22 10 2 I 3 129 
50!'牛 50何.~ 100i'牛~ 日0i4二~ 2∞{牛~ 300i'j:~ 500件 その他 無問答 合計
未満 100i'ト 15MI二 2∞f千 300i千 5001午 以上
切O万円未満 0.896 。% 。% 。% 。号 。O/O 。% 。% 。% 0.8% 
5∞万円 ~1，∞0万河未満 0.8% 0.8% 090 oqb oqb 。% 0% 09。 。% 1.8% 
1 ， 0ω万内 ~3 ， 000万円未満 2.3% 3.1% 0.8% 096 0.8% O'}古 。% 。% 。9fυ 7.0% 
3 ， 000万円 ~5， 000万円未満 。% 2.39ら 0.896 09ら 09古 。% 。% 。% 043 3.196 
5，∞0万円~1 億円未満 0.8% 8.5% 4.7% 3.19b 1.696 。% 。号 。% 09ら 18.6% 
li:l:l:円 ~5 億円未満 0.8% 。% 10.9% 10.9% 15.5% 14.0% 09ら 096 。% 51.9% 
5億円以上 。% 094 。% 。% 。% 3.196 7.8% 1.6% 0.8% 13.2% 
無邸宅冬 0.8% 09ら 。% 0.8% 0.896 。% 。% 。% 1.6% 3.9% 
メZコ込三i 6.2% 14.7% 17.1 % 14.7% 18.6% 17.196 7.8% 1 1.6% 2.3% 100% 
p <0.01 
却前十!i¥i!i:5 i高齢期最後の生活課題と葬送の生前契約Jpp299-302 
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表3…37は2004年調査ではあるが、規模の大きい葬儀社における葬儀は50万円から約170万円くらいで
あり、小規模葬儀社の場合は、平均50-60万円である。東京都における葬儀総費用が平均で345万円、葬
儀社への支払いが平均約180万円であるので、葬儀社への支払い費用は全国ほほ変わりない021規模が大き
い葬儀社では、さまざまな消費者のニーズに応じた葬儀を提供することができることもまた大規模化へ向
かう要部のひとつであるといえよう。
4.結語
本論では、エッセーの分析により生前における葬送の準備に関する意識と 2つの調査結果から葬儀社に
よる葬儀の具体的な生前準憶を将来の方向性・傾向について論じたものである。 1990年には行されたエッ
セ一条とその選外になった作品の総数667件について、その関覧と{頃向分析の機会を得たことによって、
エッセーに内包されている想、いや癒えぬ悲しさや後海などとともに、葬送への準備への意識が表れてい
た。その生前契約を提供している葬儀社に対する生前契約提供の意識とその現実、将来の見通しなどを捉
えるべく、 2004年と2005:q三の2聞にわたって、全国調査を実施した。多くの葬犠社が生前に葬髄の準備を
しておく方法として「生前契約Jを提供しており、 2004年調査対象の各社はその多くが lif共済jを利用
し、 2005年課査の対象となった葬{義社の多くが、「互助会jに加盟していた。
両年における調査結果で、大きく異なる点は、その組織を特蝕づける葬儀社の事業規模である。 2004年
調査では小・中規模の葬儀社が多い葬儀社の自体を選び、 2005年調査では大規模の葬議社が多い団体を選
んだ。
事業規模の大小に関わらず、いずれの葬儀社も生前契約がこれからの日本社会にとって、葬儀の新しい
時代の訪れと捉えていることがわかった。なかでも大規模事業者に比べ、小・中規模の葬犠社の方が生前
契約によせる期待が強いようである。その意識の現れとして、生前契約の存主を知った時、小・中規模の
葬犠社の方が高い割合で手がけたいと思ったとしている。その背景には、小・中規模の葬議社で生前契約
を提供すれば、将来の顧客を取り込むことになり、将来にわたる安定経営の見通しが立つという、生前契
約には顧客間い込み機能に着目したからに他ならないと考えられる。
また、葬{義社が小規模経営者の最終学授が 1日制中学校・高等学校jが多いということは、事業継承が
多いためなのであろう。一方、 2005年の調査では 14年制大学・大学院Jという閤答が多く、規模が大き
い会社組織であるために競争的な就業の場になっている今日的な現象をあらわしていることを示す。
再調査ともに、最終学歴に有意な藻が現れているのは、学歴の差異が規模により異なるという結巣とし
てであるが、小規模葬議社は就業形態が伝統維持型であり、規撲が大きい葬儀社は他の1断重同様、能力
義・意欲主義であるという労働市場のなかに組み込まれているからであるといってもよいだろう。葬掠業
は男性にも女性にも開かれた職業になってきつつある。年齢層にも大きな差はみられない。
「生前契約Jを行う消費者としては本人が最も多いが、個別にみると、配偶者では姿の訴合が夫よりも
高く、子どもの場合では男性が多い。ただし、女性の「生前契約(共済、互助会加入者)J実行は、ごく
少数にとどまっている。一般に、平均余命は女性が男性よりも長く、また配偶者の年齢の男女差があるた
め、女性配偶者が遺族となる場合が多く、そのために配偶者と同時あるいは、葬儀を経験した後に生前契
約を行うということも多い。残された女性は、生活全般において、日常生活のなかでの自己決定が迫られ、
また葬送や先祖の祭杷についても責任を持つことが多くなり、それによって、自分の死後のことが心記に
なる。
21前掲脅3I葬儀にかかわる費用等調査報告書:J平成13年度流通構造等分析翻査 p65東京都生活文化局2002年東京都の場
合、葬儀社への支払い設高額は、 850万円、最低で3758千匹!で、平均176.9万円であったと報告されている。
高齢期と葬送の生前契約 297 
今後も高齢世帯の増加が予想され、高齢化の進展が見込まれるわが国において、生前契約に対する女性
のニーズは2余々に男性よりも高まっていくかもしれない。
かつて葬送に関する生前の準備等は金銭的な備えだけであって、それ以外に行うことは余りなかった
が、今後は生前契約が徐々に一般化してきたアメリカのように情報の普及によって、今後は徐々に進展し
ていくものと思われる。
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